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 （注）  １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。  

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

   ３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載し

ておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第19期

第３四半期 
累計期間 

第19期
第３四半期 
会計期間 

第18期

会計期間 

自平成21年
３月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成21年
９月１日 

至平成21年 
11月30日 

自平成20年
３月１日 

至平成21年 
２月28日 

営業収益（千円）  13,875,435  4,589,122  19,182,080

経常利益（千円）  1,296,318  675,059  2,428,117

四半期（当期）純利益（千円）  754,824  394,553  1,437,780

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
 －  －  －

資本金（千円） －  1,610,890  1,610,890

発行済株式総数（株） －  18,807,700  18,807,700

純資産額（千円） －  15,861,715  15,388,481

総資産額（千円） －  118,190,568  111,910,096

１株当たり純資産額（円） －  843.36  818.20

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 40.13  20.98  76.45

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

１株当たり配当額（円）  －  －  15

自己資本比率（％） －  13.42  13.75

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 535,797 －  8,730,691

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △999,472 －  △1,672,800

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △2,085,523 －  △3,781,770

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－  7,380,497  9,949,250

従業員数（人） －  138  137
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 当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

 当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

   

  

提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数を表記しており、臨時従業員数は当第３四半期会計期間の平均人員数（ただし１日

7.5時間換算による人員）を（ ）外数で記載しております。 

２．臨時従業員には、契約社員、パートタイマー及びアルバイトを含み、派遣社員を除いております。 

   

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 138 ( ) 225
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（1）部門別取扱高 

    当第３四半期会計期間の取扱高を事業部門別に示すと次の通りであります。 

 （注）１．取扱高は元本取扱高であり、消費税等を含めておりません。 

    ２．各部門別の取扱高の内容は次のとおりであります。 

      総合あっせん  ＵＣＳカード会員のショッピング利用額であります。 

      個品あっせん  個別に割賦契約を結ぶショッピング利用額に顧客手数料を加算した金額であります。 

      融資      ＵＣＳカード会員等に対する融資額であります。 

      融資代行    他社カード会員に対する融資代行額であります。 

    ３．当第３四半期会計期間の主な相手先別の取扱高の総取扱高に対する割合は次のとおりであります。 

  

第２【事業の状況】

１【営業実績】

部門別 

当第３四半期会計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

金額（千円） 構成比（％）

総合あっせん  92,468,709  88.1

個品あっせん  △3,424  △0.0

融資  10,103,925  9.6

融資代行  2,433,060  2.3

合計  105,002,271  100.0

相手先 
当第３四半期会計期間

（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

 ユニー株式会社 
 金額 （千円） 構成比 （％） 

 40,175,204  38.3
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 (2）部門別営業収益 

 当第３四半期会計期間の営業収益を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．営業収益には消費税等を含めておりません。 

２．各部門別の営業収益の内容は次のとおりであります。 

総合あっせん  加盟店手数料及びＵＣＳカード会員手数料（リボルビング払い及び分割払い）でありま

す。 

個品あっせん  加盟店手数料及び顧客手数料であります。 

融資      貸付利息であります。 

融資代行    融資代行手数料であります。 

その他     保険代理店手数料等であります。 

金融       受取利息であります。 

３．当第３四半期会計期間の主な相手先別の営業収益の割合は次のとおりであります。 

  

部門別 

当第３四半期会計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

金額（千円） 構成比（％）

総合あっせん収益  1,994,549  43.5

個品あっせん収益  △1,150  △0.0

融資収益  2,009,717  43.8

融資代行収益  25,753  0.5

その他の収益  559,143  12.2

金融収益  1,108  0.0

合計  4,589,122  100.0

相手先 
当第３四半期会計期間

（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

 ユニー株式会社 
 金額 （千円） 構成比 （％） 

 668,523  14.6
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(3）利用件数及び会員数 

 （注）１．利用件数は顧客に対する請求件数であります。 

２．会員数はＵＣＳカード発行枚数の合計であります。 

(4）主要部門における信用供与状況 

 （注） 上記信用供与限度額は標準限度額であり、契約内容及び種類により上記限度額と異なる場合があります。 

   

  

区分 
当第３四半期会計期間末
（平成21年11月30日現在）

利用件数  

総合あっせん（件）  963,291

個品あっせん（件）  617

融資（件）  139,208

会員数（人）  3,542,022

部門別 

信用供与限度額 

当第３四半期会計期間末 
（平成21年11月30日現在） 

総合あっせん 10万円～200万円 

個品あっせん 特に定めておりません 

融資 

キャッシング 10万円～50万円（１万円単位） 

証書貸付 10万円～300万円（10万円単位） 
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 当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。   

  

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。   

  

 （1）経営成績 

 当第３四半期会計期間（平成21年９月１日～平成21年11月30日）の国内経済は、企業業績の低迷による雇用環

境の悪化、それに伴う消費の不振に加え、デフレ環境といった負の連鎖から抜け出せない状況にあります。 

 クレジットカード業界は、貸金業法の改正に加え、割賦販売法の改正への対応等による信用収縮の中、収益環

境は厳しさを増しております。  

 このような状況において、当第３四半期会計期間の業績は次のとおりであります。 

 総合あっせん部門は、ユニーグループ加盟店において安定した取扱高を確保しているのに加え、同グループ外

の加盟店での取扱高も好調に推移いたしました。その結果、取扱高は92,468百万円となり、総合あっせん収益は

1,994百万円となりました。一方、融資部門は、経済環境の悪化や来期施行予定の総量規制を見据えた厳格な与

信管理により取扱高が減少いたしました。その結果、取扱高は10,103百万円となり、融資収益は2,009百万円と

なりました。以上の結果、営業収益は、その他の営業収益と合わせ4,589百万円となりました。 

 営業費用は、会員募集コスト等を削減する一方で、法令改正対応による関連コストが増加しました。また、貸

倒関連費用については利息返還損失の将来への伸び率の見積りが減少したため引当金繰入額が減少いたしました

が、利息返還請求は依然として高止まり状態であり予断を許さない状況となっております。その結果、営業費用

は3,916百万円となりました。 

 以上の結果、営業利益は672百万円、経常利益は675百万円、四半期純利益は394百万円となりました。  

  

 （2）財政状態 

 当第３四半期会計期間末における資産の部は、総合あっせん取扱高の増加に伴い、割賦売掛金が増加いたしま

した。また、債権流動化の対象債権の追加により未収入金が増加いたしました。一方で借入金の返済により現金

及び預金が減少し、融資取扱高の減少により営業貸付金が減少いたしました。以上の結果、前事業年度末と比較

して5.6％増、6,280百万円増加し、118,190百万円となりました。 

 負債の部は、主に割賦売掛金の増加に伴い買掛金が増加いたしました。 

 以上の結果、前事業年度末と比較して6.0％増、5,807百万円増加し、102,328百万円となりました。 

 純資産の部は、前事業年度末と比較して3.1％増、473百万円増加し、15,861百万円となりました。  

  

（3）キャッシュ・フローの状況  

 当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期会計期間末と比較して、2,687百

万円増加し、7,380百万円となりました。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に未収入金が増加したものの、営業債権が減少し営業債務が増加したことにより、当第３四半期会計期間の

営業活動によるキャッシュ・フローは1,269百万円の収入となりました。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に貸金業法対応のためのソフトウェアへの投資により、当第３四半期会計期間の投資活動によるキャッシ

ュ・フローは341百万円の支出となりました。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 主に長期借入金の借入により、当第３四半期会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは1,765百万円の

収入となりました。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態及び経営成績の分析】
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（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

（5）研究開発活動 

 該当事項はありません。  
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(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

  当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はありません。 

 また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）発行済株式は、株主としての権利内容に制限のない標準となる株式であります。 

  

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。   

  

  

  

 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  18,807,700  18,807,700 ジャスダック証券取引所 
単元株式数 

100株  

計  18,807,700  18,807,700 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成21年９月１日～  

平成21年11月30日    
 －  18,807,700  －  1,610,890  －  2,001,890

（５）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。 

  

①【発行済株式】 

  平成21年８月31日現在 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が7,200株含まれております。ま

た、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が72個含まれております。 

   

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。  

  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

   

（６）【議決権の状況】

 区分          株式数（株）  議決権の数（個）  内容 

 無議決権株式          －         －  － 

 議決権制限株式（自己株式等）         －         －  －  

 議決権制限株式（その他）         －         －  － 

 完全議決権株式（自己株式等）          －         －  － 

 完全議決権株式（その他）  普通株式  18,807,300  188,073  － 

 単元未満株式  普通株式     400         － 
 １単元（100株） 

未満の株式 

 発行済株式総数  18,807,700         － － 

 総株主の議決権         －  188,073 － 

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
３月 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円）  333  346  398  423  365  347  344  330  360

最低（円）  311  311  313  340  321  323  319  310  301

３【役員の状況】
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１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）ならびに、「クレジット産業に係る会計基準の標準化について」（通

商産業省通達60産局第291号）の趣旨に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成21年９月１日から平成

21年11月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について  

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。  

  

第５【経理の状況】

11



１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第３四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,380,497 9,949,250

割賦売掛金 49,759,789 45,900,093

営業貸付金 41,996,614 46,104,945

未収収益 1,322,627 1,155,947

未収入金 15,316,584 6,192,754

その他 3,002,676 2,096,898

貸倒引当金 △5,723,351 △4,971,000

流動資産合計 113,055,439 106,428,890

固定資産   

有形固定資産 ※1  1,207,042 ※1  1,595,255

無形固定資産 2,583,426 2,466,579

投資その他の資産   

投資その他の資産 1,469,777 1,524,197

貸倒引当金 △125,116 △104,826

投資その他の資産合計 1,344,660 1,419,370

固定資産合計 5,135,129 5,481,205

資産合計 118,190,568 111,910,096

負債の部   

流動負債   

買掛金 30,863,783 22,521,372

短期借入金 12,290,000 12,190,000

1年内返済予定の長期借入金 4,000,000 8,800,000

賞与引当金 130,638 61,000

役員賞与引当金 10,230 19,980

ポイント引当金 1,504,403 761,000

その他 1,915,609 3,669,789

流動負債合計 50,714,665 48,023,141

固定負債   

長期借入金 48,900,000 45,900,000

利息返還損失引当金 2,509,000 2,527,000

その他 205,187 71,473

固定負債合計 51,614,187 48,498,473

負債合計 102,328,853 96,521,615
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（単位：千円） 

当第３四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年２月28日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,610,890 1,610,890

資本剰余金 2,001,890 2,001,890

利益剰余金 12,246,655 11,773,946

株主資本合計 15,859,435 15,386,726

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,279 1,754

評価・換算差額等合計 2,279 1,754

純資産合計 15,861,715 15,388,481

負債純資産合計 118,190,568 111,910,096
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（２）【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業収益  

総合あっせん収益 5,844,507

個品あっせん収益 3,421

融資収益 6,320,250

融資代行収益 83,411

その他の収益 1,620,668

金融収益 3,174

営業収益合計 13,875,435

営業費用  

販売費及び一般管理費 ※  11,757,888

金融費用 828,221

営業費用合計 12,586,109

営業利益 1,289,325

営業外収益  

受取配当金 394

雑収入 6,672

営業外収益合計 7,066

営業外費用  

雑損失 73

営業外費用合計 73

経常利益 1,296,318

特別損失  

固定資産除却損 4,769

減損損失 3,738

特別損失合計 8,508

税引前四半期純利益 1,287,810

法人税、住民税及び事業税 946,478

法人税等調整額 △413,492

法人税等合計 532,986

四半期純利益 754,824
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【第３四半期会計期間】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業収益  

総合あっせん収益 1,994,549

個品あっせん収益 △1,150

融資収益 2,009,717

融資代行収益 25,753

その他の収益 559,143

金融収益 1,108

営業収益合計 4,589,122

営業費用  

販売費及び一般管理費 ※  3,643,029

金融費用 273,602

営業費用合計 3,916,631

営業利益 672,490

営業外収益  

雑収入 2,572

営業外収益合計 2,572

営業外費用  

雑損失 2

営業外費用合計 2

経常利益 675,059

特別損失  

固定資産除却損 65

特別損失合計 65

税引前四半期純利益 674,994

法人税、住民税及び事業税 321,056

法人税等調整額 △40,615

法人税等合計 280,441

四半期純利益 394,553

15



（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年３月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 1,287,810

減価償却費 891,696

貸倒引当金の増減額（△は減少） 772,641

利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △18,000

前払年金費用の増減額（△は増加） △4,429

ポイント引当金の増減額（△は減少） 743,403

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,750

賞与引当金の増減額（△は減少） 69,638

受取利息及び受取配当金 △3,569

支払利息 808,666

為替差損益（△は益） 19,554

減損損失 3,738

営業債権の増減額（△は増加） 5,116

未収入金の増減額（△は増加） △9,123,829

営業債務の増減額（△は減少） 8,342,411

預り金の増減額（△は減少） △1,368,364

その他 290,292

小計 2,707,028

利息及び配当金の受取額 3,569

利息の支払額 △757,281

法人税等の支払額 △1,417,518

営業活動によるキャッシュ・フロー 535,797

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △230,568

無形固定資産の取得による支出 △744,946

その他 △23,957

投資活動によるキャッシュ・フロー △999,472

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 100,000

長期借入れによる収入 6,500,000

長期借入金の返済による支出 △8,300,000

配当金の支払額 △280,676

その他 △104,846

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,085,523

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19,554

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,568,753

現金及び現金同等物の期首残高 9,949,250

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,380,497
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期累計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

   

１．会計処理基準に関する

事項の変更 

（1）棚卸資産の評価方法 

 従来、棚卸資産の評価基準については、最終仕入

原価法による原価法によっておりましたが、第１四

半期会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日公表

分 企業会計基準第９号）が適用されたことに伴

い、最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額

については収益性の低下による簿価切下げの方法）

により算定しております。 

 なお、この変更による損益に与える影響はありま

せん。   

  

  （2）リース取引に関する会計基準の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号 平成19年３月30日）

及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号 平成19年３月30

日）が平成20年４月１日以降開始する事業年度に係

る四半期財務諸表から適用することができるように

なったことに伴い、第１四半期会計期間からこれら

の会計基準等を早期適用しております。 

（借手側） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっておりましたが、第１四半期会計期間からこ

れらの会計基準等を早期適用し、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

（貸手側） 

 所有権移転外ファイナンス・リースに係る収益の

計上基準については、リース料受取時に利息相当額

と元本回収額とに区分し、利息相当額は損益として

処理し、元本回収額はリース投資資産の元本回収額

として処理する方法によっております。 

 なお、リース取引開始日が会計基準適用初年度開

始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につ

いては、会計基準適用初年度の前事業年度末におけ

る固定資産の適正な帳簿価額（減価償却累計額控除

後）をリース投資資産の期首の価額として計上して

おり、会計基準適用後の残存期間においては、利息

相当額の総額をリース期間中の各期に定額で配分し

ております。 

 これにより従来の方法に比べ、有形固定資産が

220,566千円減少し、その他の流動資産（リース投

資資産）が476,633千円、その他の流動負債（リー

ス債務）が、100,879千円、その他の固定負債（リ

ース債務）が151,542千円それぞれ増加しておりま

すが、損益に与える影響は軽微であります。  
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   該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】

  
当第３四半期累計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

   

１．一般債権の貸倒見積高    当第３四半期会計期間末の貸倒実績率が

前事業年度末に算定したものと著しい変化

がないと認められるため、前事業年度末の

貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定

しております。 

  

２．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

事業年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。  

  

３．繰延税金資産の回収可能

性の判断     

 繰延税金資産の回収可能性の判断につい

ては、前事業年度末から経営環境の著しい

変化が生じておらず、かつ一時差異の発生

状況について、大幅な変動がないと認めら

れるため、前事業年度末において使用した

業績の予測やタックス・プランニングを使

用しております。 

  

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前事業年度末 
（平成21年２月28日） 

 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。 

1,571,758 ※１．有形固定資産の減価償却累計額は、1,574,416千円

であります。 

  ２．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（1）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行31行と当座貸越契約、また取引銀行６行と借入

コミットメント契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

 ２．当座貸越契約、借入コミットメント契約及び貸出

コミットメント契約 

（1）当座貸越契約及び借入コミットメント契約 

 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引

銀行31行と当座貸越契約、また取引銀行６行と借入

コミットメント契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

   

 当座貸越及び借入コミット

メント極度額 
  千円 37,610,000

 借入実行額   千円 12,290,000

 差引借入未実行残高   千円 25,320,000

   

 当座貸越及び借入コミット

メント極度額 
千円 37,510,000

 借入実行額 千円 12,190,000

 差引借入未実行残高 千円 25,320,000

 （2）貸出コミットメント契約 

 当社はクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当該業務における貸

出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとお

りであります。 

 （2）貸出コミットメント契約 

 当社はクレジットカード業務に附帯するキャッシ

ング業務等を行っております。当該業務における貸

出コミットメントに係る貸出未実行残高は次のとお

りであります。 

貸出コミットメントの総額   千円 907,622,740

 貸出実行額   千円 39,801,660

 差引貸出未実行残高   千円 867,821,079

貸出コミットメントの総額 千円 922,638,340

 貸出実行額 千円 43,456,405

 差引貸出未実行残高 千円 879,181,934

 なお、上記の貸出コミットメントにおいては、その

ほとんどがクレジットカードの附帯機能であるキャッ

シングサービスとして当社の会員に付与しているもの

であるため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行

されるものではありません。  

   

  なお、上記の貸出コミットメントにおいては、その

ほとんどがクレジットカードの附帯機能であるキャッシ

ングサービスとして当社の会員に付与しているものであ

るため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行される

ものではありません。  
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（四半期損益計算書関係）

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

    

 ポイント引当金繰入額     千円 1,077,467

 貸倒引当金繰入額   千円 2,435,208

 利息返還損失引当金繰入額   千円 1,183,522

 賞与引当金繰入額   千円 130,638

 役員賞与引当金繰入額   千円 10,230

 退職給付費用   千円 70,536

  

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

 ※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

  

    

 ポイント引当金繰入額     千円 375,734

 貸倒引当金繰入額   千円 800,996

 利息返還損失引当金繰入額   千円 165,186

 賞与引当金繰入額   千円 62,172

 役員賞与引当金繰入額   千円 3,410

 退職給付費用   千円 23,512

  

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

  

 ※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

  

  

 現金及び預金勘定     千円 7,380,497

 現金及び現金同等物 千円 7,380,497
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当第３四半期会計期間末（平成21年11月30日）及び当第３四半期累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21

年11月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式       株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。  

  

４．配当に関する事項 

（1）配当金支払額  

   

（2）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後とな

るもの 

該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

  該当事項はありません。 

  

  

 当第３四半期会計期間末（平成21年11月30日）  

 記載すべき事項はありません。  

  

  

当第３四半期会計期間末（平成21年11月30日）  

 記載すべき事項はありません。 

  

  

 当第３四半期累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年11月30日） 

 該当事項はありません。  

  

   

当第３四半期会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

該当事項はありません。   

  

  

当第３四半期会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日）  

該当事項はありません。 

  

（株主資本等関係）

18,807,700

 （決議）  株式の種類  
 配当金の総額

（千円）     

 １株当たり

配当額 

（円） 

  

基準日 

  

効力発生日  配当の原資 

 平成21年５月28日 

定時株主総会 
 普通株式     282,115      15.0 平成21年２月28日 平成21年５月29日  利益剰余金 

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（持分法損益等）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額 

 （注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

    当第３四半期会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 

    該当事項はありません。 

  

  

当第３四半期累計期間（自 平成21年３月１日 至 平成21年11月30日） 

記載すべき事項はありません。  

  

  

  

  該当事項はありません。  

  

（１株当たり情報）

当第３四半期会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前事業年度末 
（平成21年２月28日） 

１株当たり純資産額 円 銭843 36 １株当たり純資産額 818円20銭  

当第３四半期累計期間 
（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第３四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭40 13   １株当たり四半期純利益金額 円 銭20 98   

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  
当第３四半期累計期間

（自 平成21年３月１日 
至 平成21年11月30日） 

当第３四半期会計期間
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  754,824  394,553

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  754,824  394,553

期中平均株式数（株）  18,807,700  18,807,700

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年１月13日

株式会社ＵＣＳ 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 山田 順   印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 木造 眞博  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 新家 德子  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＵＣＳ

の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第19期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年

11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわ

ち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＵＣＳの平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第

３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                               以  上

   

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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